
 

 
  

 
 

 
 
 
 

  平成 25 年度の法人税申告事績               

Ｑ：平成25年度の法人税申告事績が公表さ

れたそうですが、どのような内容だったので

すか？                                          

                                              

Ａ：次のような内容でした。 

【解説】 

さきごろ、国税庁から平成25年度の法人税

申告事績が公表されました。 

主な内容は、次のとおりです。 

 ①申告件数、申告税額 

  法人税の申告件数は、277万１千件で、その

申告所得金額の総額は53兆2,780億円(昨対＋

８兆906億円)、申告税額の総額は10兆9,403億

円(昨対＋9,298億円)で、４年連続の増加でし

た。 

 ②黒字割合 

  申告件数のうち、黒字申告割合は29.1%(昨

年は27.4%)で、３年連続上昇となっています。 

 ③申告欠損金額 

  申告欠損金額の総額は、12兆7,744億円(昨

対△４兆482億円)で、赤字申告１件当たりの

欠損金額は6,498億円(昨年は8,396億円)でし

た。 

 ④源泉所得税等の税額 

  源泉所得税等の税額は14兆8,243億円で、昨

年に比べ１兆4,707億円増加し、４年連続の増

加でした。主な所得では、給与所得の税額が

4,199億円(4.6%)増加し、配当所得の税額が

4,836億円(22.6%)の増加でした。 
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  平成 25 年所得税及び消費税調査等の状況          

Ｑ：平成25年の所得税や消費税の調査状況

が公表されたそうですが、どのような内容に

なっていたのですか？                                   

                                              

Ａ：次のような内容でした。 

【解説】 

さきごろ、国税庁から、「平成25年度にお

ける所得税及び消費税調査等の状況につい

て」が公表されました。 

主な内容は、次のとおりです。 

 【所得税】 

 ①調査件数及び申告漏れ等のあった件数 

  実地調査の件数は、特別調査・一般調査が4

万6千件(前年度4万6千件)、着眼調査が1万6

千件(前年度2万4千件)で、簡易な接触の件

数については83万7千件(前年度61万2千件)

でした。このうち申告漏れ等の非違があっ

た件数は59万件(前年度42万4千件)でした。 

 ②追徴税額 

  追徴税額は1,020億円(前年度1,001億円)で、

実地調査によるものが696億円(前年度704

億円)、このうち特別調査・一般調査による

ものが665億円(前年度661億円)、着眼調査

によるものが32億円(前年度43億円)で、簡

易な接触による追徴税額が324億円(前年度

296億円)でした。 

 【消費税】 

  実地調査の件数は、7万6千件 (前年度8万4

千件)で、このうち申告漏れ等の非違があっ

た件数は5万2千件(前年度5万8千件)でした。 

  そして、追徴税額は209億円(前年度211億

円)でした。 
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  通勤手当の非課税限度額が改正に              

Ｑ：通勤手当の非課税限度額が改正になっ

たとか。どのようになったのですか？                            

                                              

Ａ：自動車や自転車などの交通用具を使用

している人に支給する通勤手当の非課税限度

額が引き上げられました。平成26年４月１日

以後分から適用で、一部遡及適用となります。 

【解説】 

この度、所得税法施行令が改正され、交通

用具を使用している給与所得者に支給する通

勤手当の非課税限度額が次のように引き上げ

られました。 

その他については、これまでと同じです。 

 ・通勤距離が片道55km以上である場合 

  31,600円 

 ・片道45km以上55km未満である場合 

  28,000円 

 ・片道35km以上45km未満である場合 

  24,400円 

 ・片道25km以上35km未満である場合 

  18,700円 

 ・片道15km以上25km未満である場合 

  12,900円 

 ・片道10km以上15km未満である場合 

  7,100円 

 ・片道２km以上10km未満である場合 

  4,200円 
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  消費税率の引上げに伴う経過措置              

Ｑ：消費税率が10%に引き上げられること

に伴う経過措置が出されたそうですが、どの

ようなものなのですか？                                  

                                             

Ａ：適用開始日以後に行われる資産の譲渡

等のうち一定のものに経過措置が講じられて

います。 

【解説】 

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制

の抜本的な改革を行うための消費税法の一部

を改正する等の法律」により、消費税率及び

地方消費税率が８％から10％に引き上げられ

ることとされています。 

したがって、適用開始日以後に行われる資

産の譲渡等課税仕入及び保税地域から引き取

られる課税貨物については、10%の税率が適用

され、適用開始日前の取引については８％の

税率が適用されるのですが、次のものについ

ては、10％に引き上げ後においても、８％の

税率が適用される経過措置が講じられました。 

 ①旅客運賃等 

 ②電気料金等 

 ③請負工事等 

 ④資産の貸付け 

 ⑤指定役務の提供 

 ⑥予約販売に係る書籍等 

 ⑦特定新聞 

 ⑧通信販売 

 ⑨有料老人ホーム 

 ⑩家電リサイクル法に規定する再商品化等 
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